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(57)【要約】
【課題】不凝縮気体が混入しても凝縮性の低下を起こさ
ないヒートパイプを提供する。
【解決手段】容器に、非相溶性の２種類の冷媒１４，１
６を収容する。第２冷媒１６は、第１冷媒よりの液密度
が小さく、沸点が高い。発熱体２４にて加熱された第１
冷媒１４が沸騰し、気泡１４ｖとなって液体の第２冷媒
１６の層に送られる。第１冷媒の気泡１４ｖは、第２冷
媒１６中で、第２冷媒１６および放熱器２６に冷やされ
、第１冷媒１４は凝縮し、液滴１４ａｑとなる。液滴１
４ａｑは降下し、液体の第１冷媒の層１４Ｌに戻る。第
１冷媒は、第２冷媒中で凝縮するので、凝縮した液滴１
４ａｑが不凝縮気体の濃い層に囲まれることがなく、不
凝縮気体による熱および物質移動の阻害が生じない。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　容器と、
　容器に収容される第１冷媒と、
　容器に収容され、第１冷媒より液密度が小さく、沸点が高く、第１冷媒と非相溶性の第
２冷媒と、
を有し、
　容器の、液相の第１冷媒を収容する領域が発熱体の熱を吸収する吸熱領域として規定さ
れ、容器の、液相の第２冷媒を収容する領域が外部に熱を放出する放熱領域として規定さ
れ、
　第１冷媒が吸熱領域において気化して放熱領域に移動し、放熱領域において冷却されて
凝縮し、吸熱領域から放熱領域へ熱が移動する、
ヒートパイプ。
【請求項２】
　請求項１に記載のヒートパイプであって、前記容器に気体を供給し、また前記容器から
気体を排出する圧力調整弁を有する、ヒートパイプ。
【請求項３】
　請求項１または２に記載のヒートパイプであって、
　前記吸熱領域と前記放熱領域の間に、吸熱領域で気化した第１冷媒が上昇する上昇流路
と、放熱領域で凝縮した第１冷媒が下降する下降流路とを分けて設け、
　吸熱領域で気化した第１液媒体を上昇流路に向けて案内する上昇案内部材と、
　放熱領域で凝縮した第１液媒体を下降流路に向けて案内する下降案内部材と、
を有する、ヒートパイプ。
【請求項４】
　請求項３に記載のヒートパイプであって、前記上昇案内部材と前記下降案内部材は、前
記吸熱領域と前記放熱領域の間に、水平方向に対して傾斜して配置される板状の案内板と
して一体に設けられる、ヒートパイプ。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載のヒートパイプであって、前記放熱領域には、当該
放熱領域を貫通し、内部に外部冷媒が流れる放熱器が設けられる、ヒートパイプ。
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、容器内に収容した媒体の相変化を利用して循環する媒体により伝熱を行うヒ
ートパイプに関する。
【背景技術】
【０００２】
　蒸発器と凝縮器を冷媒配管で接続した密閉系の中に、単一の液状の冷媒を封入し、蒸発
器内で蒸発した冷媒蒸気を凝縮器表面で凝縮させることにより、冷媒の潜熱を利用して、
蒸発器から凝縮器への熱輸送を行うヒートパイプが各種考案されている。
【０００３】
　密閉系内に単一の液状冷媒を封入したヒートパイプにおいて、不凝縮気体が混入すると
、冷媒蒸気の凝縮性能が低下する。これは、冷媒蒸気が凝縮器表面で凝縮する際、その周
囲の気相部で、冷媒蒸気の濃度が低下する一方、不凝縮気体の濃度が上昇することによる
。つまり、冷媒が液化したことにより、凝縮器表面近傍に不凝縮気体の濃度が高い層が形
成され、この層が、冷媒蒸気の移動、拡散の妨げになって、凝縮性能を低下させる。この
低下を防止するために、真空脱気を行った後に冷媒を入れて、系を封止し、不凝縮気体の
混入を防止している。
【０００４】
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　また、冷媒を封入後、密閉系内で不凝縮気体が発生することを防止するために、容器等
を構成する構造材の材料と冷媒の組み合わせも制約されている。例えば、冷媒として水を
使用する場合、構造材にアルミニウム材を使用すると、アルミニウム材表面の酸化により
水素が発生し、この水素が不凝縮気体となる。この組み合わせを採用する場合には、アル
ミニウム材表面にメッキ等のコーティング処理が必須となっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平３－１１３２５５号公報
【特許文献２】特開２００８－６４３８４号公報
【特許文献３】特開２００５－７７０１８号公報
【特許文献４】特開２０１０－７９４０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述のように、従来のヒートパイプにおいては、不凝縮気体の混入を防止するために、
真空脱気等の工程が必要となっており、また系を封止するための構造を設ける必要がある
。また、媒体を封入した後の不凝縮気体の発生を防止するために、構造材の表面のコーテ
ィング処理が必要な場合がある。そして、これらにより、ヒートパイプの製造コストが上
昇するという問題があった。
【０００７】
　本発明は、不凝縮気体の混入が許容されるヒートパイプを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明のヒートパイプは、非相溶性の２種類の冷媒を組み合わせて用いることで、系内
の不凝縮気体の存在による凝縮性能の低下を防止している。２種類の冷媒は、第１冷媒と
、第１冷媒より液密度が小さく、沸点が高い第２冷媒との組み合わせである。一つの繋が
った空間を提供する容器内に第１および第２冷媒を収容すると、液密度の違いにより、第
１冷媒が下に、第２の冷媒が上に位置するようになる。ここでいう上下は、重力場では重
力により規定される方向であり、重力の向きが下向きである。また、遠心力等の慣性力の
作用が支配的な場においては、慣性力の向きが下向きである。容器の、第１冷媒を収容す
る領域が発熱体からの熱を吸熱する吸熱領域となり、第２冷媒を収容する領域が吸収した
熱を外部に放熱する放熱領域となる。吸熱領域において、第１冷媒は、発熱体からの熱に
より蒸発して気体となって液相の第１冷媒中を上昇し、液相の第２冷媒の層に達する。こ
のときにおいても第１冷媒は気体であるため、第２冷媒内でも上昇する。気体の第１冷媒
は、液体の第２冷媒中で、第２冷媒および容器等の構造材によりに冷やされて凝縮する。
凝縮して液体となった第１冷媒は、液密度の差により第２冷媒中を下降し、液体として残
っている第１冷媒の部分に戻る。このように、第１冷媒は、吸熱領域で気化し、放熱領域
に移動して冷却されて凝縮し、液体となって吸熱領域に戻る循環を行う。この第１冷媒の
循環により、放熱領域から吸熱領域へ熱が移動する。
【０００９】
　第１冷媒が凝縮する際、周囲は液体の第２冷媒であるので、凝縮過程において周囲に不
凝縮気体の層が形成されず、熱および冷媒の移動が阻害されない。第１冷媒と第２冷媒の
間で熱の移動が行われるので、第１冷媒および第２冷媒の気相以外の気体が容器内に存在
しても、この気体が熱の移動を阻害することがない。したがって、容器外部との気体のや
りとりが可能となる。容器内に外部から気体を供給するため、また容器内から外部に気体
を排出するために圧力調整弁を設けることができる。この圧力調整弁を介して気体を供給
、排出することで容器内の圧力を調整することができる。
【００１０】
　容器には、気体となって上昇する第１冷媒が通る上昇流路と、液体となった第１冷媒が
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下降する下降流路を分けて設けることができる。この場合、気体となった第１冷媒を上昇
流路に向けて案内する上昇案内部材と、液体となった第１冷媒を下降流路に向けて案内す
る下降案内部材を設けることができる。
【００１１】
　上昇案内部材と下降案内部材は、吸熱領域と放熱領域の間に、水平方向に対して傾斜し
て配置される板状の案内板として一体に設けることができる。この場合の水平方向は、重
力または慣性力の向きに対して直交する方向である。案内板の下面が、気化した第１冷媒
を案内する上昇案内部材として機能し、上面が液化した第１冷媒を案内する下降案内部材
として機能する。
【００１２】
　放熱領域には、放熱領域を貫通するように設けられ、内部を外部冷媒が流れる放熱器を
設けることができる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、不凝縮気体の混入防止を考慮する必要がないヒートパイプを提供する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の実施形態のヒートパイプを示す断面図である。
【図２】ヒートパイプ内の圧力調整に係る構成を示すブロック図である。
【図３】本発明の他の実施形態のヒートパイプを示す断面図である。
【図４】本発明の更に他の実施形態のヒートパイプを示す断面図である。
【図５】本発明の更に他の実施形態のヒートパイプを示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施形態を図面に従って説明する。本明細書において、鉛直方向、「上
」「下」の語句は、以下に説明する実施形態のヒートパイプが重力が支配的に作用する場
に設置された場合において、重力の方向に基づき定められる。すなわち、重力の方向が鉛
直方向であり、また重力の向きが下、その反対の向きが上である。また、実施形態のヒー
トパイプが、擬似的な重力として作用する遠心力等の慣性力が支配的な作用する場に設置
された場合は、この慣性力の方向が鉛直方向、慣性力の向きが下、その反対の向きが上で
ある。水平方向、「左」「右」等の語句は、前記の重力または慣性力に直交する方向を意
味する。
【００１６】
　図１は、本発明の実施形態のヒートパイプ１０の鉛直断面図である。容器１２は、内部
を密閉することができ、形状は、軸線の延びる方向が鉛直方向に一致する円柱、角柱等の
柱状体、あるいは横方向に長い直方体など他の形状であってもよい。また、図に示される
断面は長方形となっているが、他の形状であってもよい。さらに、他の形状、例えば上下
に配置される二つの室を、この室に比べて細い管で繋いだ形状であってもよい。
【００１７】
　容器１２内には、２種類の冷媒が収容されている。２種類の冷媒である第１冷媒１４と
第２冷媒１６は、互いに溶けることがない、つまり非相溶性であり、液相における密度（
液密度）および沸点に差がある。第１冷媒１４に対し、第２冷媒１６は液密度が小さく、
沸点が高い。第１冷媒１４は、このヒートパイプ１０が適用される環境において、高温熱
源の加熱により蒸発、気化し、低温熱源の冷却により凝縮、液化する程度の沸点の液体が
採用される。第２冷媒１６の沸点は、上述のように第１冷媒１４より高く、また、気化し
た第１冷媒１４により加熱されても容易には蒸発しない程度の沸点の液体が採用される。
また、２種類の冷媒の液密度の差は、ヒートパイプ動作中の冷媒の循環による撹拌によっ
も、２種類の液媒体の単独の層が残る程度の差があることが望ましい。
【００１８】
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　容器１２内には、液相の第１および第２冷媒１４，１６の他に、気体１８が収容されて
いる。気体１８は、気化した第１および第２冷媒１４，１６であってもよく、また他の気
体、例えば空気や窒素であってもよい。
【００１９】
　前述の液密度の差により、容器１２の下側に液相の第１冷媒、上側に液相の第２冷媒が
位置する。容器１２の、液体の第１冷媒１４を収容する領域が、ヒートパイプ１０の冷却
対象となる発熱体から熱を吸熱する吸熱領域２０として規定される。この吸熱領域２０は
、第１冷媒１４を収容する容器１２自身およびこの容器１２の部分に囲まれた容器内部の
空間を含む。容器１２の、液体の第２冷媒１６を収容する領域が、吸熱領域２０で吸収し
た熱を放熱する放熱領域２２として規定される。この放熱領域２２は、第２冷媒１６を収
容する容器１２自身およびこの容器１２の部分に囲まれた容器内部の空間を含む。
【００２０】
　吸熱領域２０の容器１２の外側表面に、ヒートパイプ１０の冷却対象となる発熱体２４
が固定的にまたは着脱可能に密着される。発熱体２４は、例えばＩＧＢＴ、ＣＰＵ等の電
子機器である。また、吸熱領域２０の周囲の空間を冷却対象とすることもできる。放熱領
域２２には、ヒートパイプ１０からの放熱を助ける放熱器２６が設けられる。放熱器２６
は、放熱領域２２を貫通する管２８と、放熱領域２２内の管２８の周囲に設けられたフィ
ン３０を含む。管２８内部は、ヒートパイプ１０内部の空間とは分離されており、ここに
外部冷媒が流れて、放熱領域２２からの熱を吸収する。外部冷媒は、例えば水とすること
ができる。フィン３０は、伝熱性のよい金属、例えばアルミニウムの薄板材により構成す
ることができる。また、板面が、鉛直方向に延びるように配置されることが望ましい。
【００２１】
　容器１２には、圧力調整弁３２が設けられている。圧力調整弁３２は、気体１８が位置
する部分に対応して設けることができ、好適には、容器１２の頂部とすることができる。
圧力調整弁３２を介して、容器１２の外部と気体のやりとりを行うことで、容器１２の内
部の圧力を調整することができる。
【００２２】
　ヒートパイプ１０の動作について説明する。発熱体２４が発熱すると、吸熱領域２０の
容器１２の内壁面の温度が上昇する。容器内壁面の温度上昇により、第１冷媒１４が加熱
され、液体の第１冷媒１４の層内で対流が生じる。この対流により熱が第２冷媒１６との
境界面３４に移動し、第２冷媒１６が加熱される。この加熱により液体の第２冷媒１６の
層内にも対流が生じ、更に上方へ熱が移動する。この熱は、放熱領域２２の容器１２の外
壁面および放熱器２６により外部に放熱される。
【００２３】
　さらに、発熱体２４が発熱すると、吸熱領域２０の容器１２の内壁面にて第１冷媒１４
が沸騰し始め、その蒸発潜熱により容器内壁面、そして発熱体２４の温度上昇が抑制され
る。気化した第１冷媒は、第１冷媒の液体の層内を気泡となって上昇する。この気化した
第１冷媒およびその気泡を符号１４ｖで示す。また、液体の第１冷媒が形成している層を
符号１４Ｌで示す。第１冷媒の気泡１４ｖは、液体の第２冷媒１６中に進入すると、第２
冷媒１６に冷やされつつ上昇する。この過程で、第１冷媒の気泡１４ｖは、その表面から
凝縮し、気泡中の全ての気体が凝縮すると第１冷媒の液滴１４ａｑとなる。気泡１４ｖが
冷却される過程において、気相の周囲には、凝縮した第１冷媒の層が形成される。つまり
、周囲が液相で内側が気相の気泡が形成される。この２層の気泡も便宜的に気泡１４ｖと
記して説明する。周囲の液相と内側の気相は直接接触し、不凝縮気体が介在することがな
く、凝縮が阻害されない。第１冷媒の気泡１４ｖが凝縮して形成された液滴１４ａｑは、
周囲の第２冷媒１６より密度が高いため、下降し、第１冷媒の層１４Ｌに到達する。
【００２４】
　上昇する第１冷媒の気泡１４ｖが、冷えている容器１２または放熱器２６等の構造材表
面に達すると、この構造材表面により冷やされて凝縮する。液滴１４ａｑは構造材表面に
付着する。液滴１４ａｑが成長すると、構造材表面に沿って下降し、さらに構造材の下端
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から滴下し、第２冷媒１６中を降下し、第１冷媒の層１４Ｌに戻る。
【００２５】
　第２冷媒１６の層は、第１冷媒の気泡１４ｖの上昇と液滴１４ａｑの下降により、撹拌
され、放熱領域２２内の構造材表面の対流熱伝熱が促進され冷却性能が向上する。また、
第１冷媒の層１４Ｌの上層部分は、第２冷媒１６の層と接し、冷却されている。このため
第１冷媒の層１４Ｌ内では上下の温度差に起因したベナール対流が生じ、発熱体２４が設
けられた容器２０の部分の沸騰伝熱が促進される。
【００２６】
　第１冷媒１４の蒸発、凝縮を伴う循環により、第１および第２冷媒１４，１６は撹拌さ
れて、特にこれらの境界付近では、２種の冷媒が乳濁した状態となる場合があるが、この
混合層の下には第１冷媒１４を主として形成された層が、上には第２冷媒１６を主として
形成された層が存在するよう、２種の冷媒の液密度が定められる。液密度の差が大きい方
が、２種の冷媒が分かれやすい。
【００２７】
　放熱器２６に替えて、またはこれに加えて、容器に、容器１２と第２冷媒１６の接触す
る面積および容器１２の外側表面の面積を増加させる構造を設けることもできる。例えば
、容器１２に凹凸を形成する、また容器表面にフィンを設けることなどが挙げられる。
【００２８】
　圧力調整弁３２を用いることで、第１冷媒の沸騰状態を調整することができる。図２は
、圧力調整弁３２に制御に係る構成を示すブロック図である。圧力調整弁３２は、ポンプ
３６により加圧された気体を容器１２内に導入し、また容器１２内の気体１８を外部に排
出する機能を有する。圧力調整弁３２とポンプ３６の動作を制御する制御部３８が設けら
れる。沸騰冷却においては、加熱部分の温度が高くなりすぎると、加熱部分表面を沸騰し
た冷媒の気泡が覆い、乾いた状態となって冷却性能が急低下することが知られている。い
わゆるバーンアウトである。このバーンアウトを防止するために容器１２内部の圧力を調
整する。バーンアウトを検知するために、吸熱領域の容器１２の温度を監視するための温
度センサ４０を設ける。温度センサ４０は容器１２に直接設けることもできるが、最終的
に冷却する必要があるのは発熱体２４であるので、これに温度センサ４０を設けることが
好適である。
【００２９】
　制御部３８は、温度センサ４０の検出する温度を監視し、これが急激に上昇するなど、
バーンアウトの発生が推測される状況となると、圧力調整弁３２とポンプ３６を動作させ
る。制御部３８からの指令により、圧力調整弁３２は、ポンプ３６により加圧された気体
を容器１２内に送るように動作する。これにより、容器１２内の圧力が高まると、第１冷
媒１４の沸点が上昇し、バーンアウトが解消される。バーンアウトが解消され、容器１２
内の圧力を低下してもよい状態となると、制御部３８は、圧力調整弁３２を容器１２内の
気体１８を外部に排出するように制御する。ポンプ３６は、高圧の気体を貯えるタンクま
たはアキュームレータに替えることもできる。
【００３０】
　図３は、本発明の他の実施形態のヒートパイプ５０の鉛直断面図である。前述のヒート
パイプ１０と同一の構成については、同一の符号を付して、その説明を省略する。ヒート
パイプ５０のヒートパイプ１０に対する相違点は、発熱体の配置と、放熱器の構成である
。ヒートパイプ５０において、発熱体２４は容器１２の中に配置され、第１冷媒の層１４
Ｌ中に浸漬される。発熱体２４は、容器１２の内壁面に直接配置されてもよく、また容器
１２内に台を設け、台を介して容器に固定して配置してもよい。ヒートパイプ５０の放熱
器５２は放熱領域２２に設けられる。放熱器５２は、放熱領域２２を貫通するダクト５４
を有する。図３において、ダクト５４は紙面を貫く方向に延びている。図示されるように
ダクト５４の断面形状は長方形であるが、この断面形状は他の形状とすることができる。
ダクト５４内には、伝熱面積向上のためのフィン５６を設けることができる。フィン５６
は、例えば、薄板材を山と谷が交互になるように繰り返し屈曲させ、ダクト５４内に、山



(7) JP 2012-247166 A 2012.12.13

10

20

30

40

50

の頂点と、谷の底がダクト５４の内壁面に接するように配置するようにできる。ダクト５
４の内部は、ヒートパイプ５０内部の空間とは分離されており、ここに外部冷媒が流れて
放熱領域２２からの熱を吸収する。外部冷媒は例えば空気とすることができる。
【００３１】
　放熱器５２は、フィン５６を設けることで、外部冷媒に対する接触面積が増加する。こ
の構成は、外部冷媒として、水等の液体に比べて一般的に熱伝導性の悪い気体を用いるの
に有利である。また、フィンと共に、またはフィンに替えて、ダクト５４そのものの表面
に凹凸を設け、伝熱面積を増加させてもよい。ダクト５４の外側表面、すなわち第２冷媒
１６に接している面に、フィンを設けても、また凹凸形状を設けてもよい。
【００３２】
　ヒートパイプ５０の発熱体２４の配置および放熱器５２の構造は独立して採用すること
ができる。つまり、ヒートパイプ１０において、発熱体２４の容器内配置を採用すること
ができる。また、ヒートパイプ１０において、発熱体２４は容器外に配置したまま、ヒー
トパイプ５０のダクト形状の放熱器５２を採用することができる。
【００３３】
　ヒートパイプ５０の動作は、ヒートパイプ１０と同一であるので、説明は省略する。ま
た、圧力調整に係る構成、動作についてもヒートパイプ１０と同一であるので説明は省略
する。
【００３４】
　図４は、本発明の更に他の実施形態のヒートパイプ６０の鉛直断面図である。前述のヒ
ートパイプ１０と同一の構成については、同一の符号を付して、その説明を省略する。ヒ
ートパイプ６０は、ヒートパイプ１０に対して第１冷媒１４と第２冷媒１６の間に、特に
２種類の冷媒の境界面３４付近に案内板６２が配置される点において相違する。案内板６
２は、水平方向に対して傾いて配置される。また、案内板６２の傾斜の上端と容器１２の
側壁の間には隙間６４が形成され、同様に下端においても容器１２の側壁の間に隙間６６
が形成される。案内板６２の傾斜配置により、第１冷媒の気泡１４ｖは、案内板６２の斜
面に沿って上昇し、前述の隙間６４に案内され、この隙間を通って上昇する。この隙間６
４は、気化した第１冷媒１４が上昇する上昇流路となる。また、案内板６２の傾斜配置に
より、第１冷媒の液滴１４ａｑが案内板６２の斜面に沿って下降し、上述の隙間６６に案
内され、この隙間を通って下降する。この隙間６６は、凝縮した第１冷媒１４が下降する
下降流路となる。
【００３５】
　前述のように、第１冷媒１４と第２冷媒１６は、ヒートパイプの動作時に、これらの境
界付近で乳濁する場合があるが、案内板６２は、この乳濁した層内に位置するように配置
することができる。また、図４において、案内板６２は右下がりに配置されるが、逆に右
上がりに配置することもできる。さらに、図４において、放熱器２６の管２８の延びる方
向と案内板６２の傾斜の方向は一致しているが、これに限られず、例えば直交するように
配置することもできる。
【００３６】
　案内板６２は、図３に示されたヒートパイプ５０に採用してもよい。また、案内板６２
は、ヒートパイプ１０において、発熱体２４を容器１２内に配置した態様に採用してもよ
く、ヒートパイプ１０において、放熱器２６に替えてヒートパイプ５０の放熱器５２を用
いた態様に採用してもよい。圧力調整に係る構成、動作については、前述のヒートパイプ
１０の場合と同一であるので説明は省略する。
【００３７】
　図５は、本発明の更に他の実施形態のヒートパイプ７０の鉛直断面図である。前述のヒ
ートパイプ１０，５０と同一の構成については、同一の符号を付して、その説明を省略す
る。ヒートパイプ７０は、ヒートパイプ１０に対して第１冷媒１４と第２冷媒１６の間に
、特に境界面３４付近に２枚の案内板７２，７４が配置される。案内板７２，７４は、水
平方向に対して、互いに逆向きの傾斜となるよう傾いて配置される。案内板７２，７４と
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が設けられる。図示する案内板７２，７４の配置は、互いに近い側の端が低い位置にあり
、遠い側の端が高い位置にあるが、これと逆に配置することも可能である。
【００３８】
　案内板７２，７４の傾斜配置により、第１冷媒の気泡１４ｖは、案内板７２，７４の斜
面に沿って上昇し、前述の隙間７６，７８に案内され、この隙間を通って上昇する。この
隙間７６，７８は、気化した第１冷媒１４が上昇する上昇流路となる。また、案内板７２
，７４の傾斜配置により、第１冷媒の液滴１４ａｑが案内板７２，７４の斜面に沿って下
降し、上述の隙間８０に案内され、この隙間を通って下降する。この隙間８０は、凝縮し
た第１冷媒１４が下降する下降流路となる。
【００３９】
　前述のように、第１冷媒１４と第２冷媒１６は、ヒートパイプの動作時に、これらの境
界付近で乳濁する場合があるが、案内板７２，７４は、この乳濁した層内に位置するよう
に配置することができる。また、案内板は、２枚に限らず、３枚以上とすることも可能で
ある。また、図５において、放熱器５２のダクト５４の延びる方向と案内板７２，７４の
傾斜の方向は直交しているが、これに限られず、直角以外の角度で交差するようにもでき
、同じ向きになるよう配置することもできる。また、図１，４のように発熱体２４を容器
１２の外側に配置することもできる。また、放熱器５２に替えて図１，４に示される放熱
器２６を採用してもよい。圧力調整に係る構成、動作については、前述のヒートパイプ１
０の場合と同一であるので説明は省略する。
【００４０】
　ヒートパイプ６０，７０によれば、第１冷媒の上昇する流路と、下降する流路が分かれ
たことにより、ヒートパイプ内に方向性をもった循環流れが形成される。この流れにより
、上昇する第１冷媒の気泡１４ｖと、下降する第１冷媒の液滴１４ａｑの干渉が低減され
、蒸発、凝縮のサイクルが円滑に進行し、伝熱性能が向上する。また、循環流れの形成に
より、吸熱領域の沸騰が生じている面において、沸騰により生じた気泡の離脱、および液
の供給が促進され、バーンアウトの抑制に有利である。
【００４１】
　以上のヒートパイプ１０，５０，６０，７０において用いられる２種類の冷媒は、例え
ば、第１冷媒１４としてフッ素系冷媒（沸点５６℃、液密度１６０５ｋｇ／ｍ3 （大気圧
下））、第２冷媒１６として水（沸点１００℃、液密度９６０ｋｇ／ｍ3 （大気圧下））
とすることができる。この他、フッ素系冷媒とエタノール（沸点７８℃、液密度７３７ｋ
ｇ／ｍ3 （大気圧下））の組み合わせ、水とシリコーン系オイル（液密度７００－９００
ｋｇ／ｍ3 （大気圧下））の組み合わせ等がある。
【００４２】
　以上のヒートパイプ１０，５０，６０，７０においては、沸騰して気化した第１冷媒は
、液体の第２冷媒中で凝縮液化するため、凝縮過程において、他の不凝縮気体により熱お
よび物質移動が阻害されることがなく、凝集性能を維持できる。また、冷却容器内に不凝
縮気体が混入しても、気体と液体の密度差により、不凝縮気体は、容器の上層部に集まり
、この位置に保持されるため、第２冷媒中での第１冷媒の凝縮を阻害しない。これにより
、ヒートパイプ作製時における高真空度の脱気工程、密閉製確保のためのヒートパイプの
特別な構造等が不要となる。
【符号の説明】
【００４３】
　１０，５０，６０，７０　ヒートパイプ、１２　容器、１４　第１冷媒、１６　第２冷
媒、２０　吸熱領域、２２　放熱領域、２４　発熱体、２６，５２　放熱器、３２　圧力
調整弁、６２，７２，７４　案内板、６４，７６，７８　隙間（上昇流路）、６６，８０
　隙間（下降流路）。
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